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社会福祉法人奥州市社会福祉協議会事業報告 

（平成 25 年４月１日～平成 26 年３月 31 日） 

 

奥州市社会福祉協議会は『だれもが心の豊かさと幸せを実感できる「福祉のまち奥州市」の形成』を

基本理念として、市民の参画を得ながら、奥州市をはじめ福祉団体及び市民活動団体等の関係機関・団

体と連携・協働し事業推進に取り組んできました。 

事業の推進にあたっては、「奥州市地域福祉活動計画2010-2015」を基軸として、奥州市の「地域福祉

計画や「奥州市災害時要援護者避難支援計画」等の政策と連携しながら、地域住民の個別のニーズに応

える生活支援や地域の関係団体と連携し福祉課題の解決を図る事業展開等、誰もが住みなれた地域に住

み続けたいという願いをかなえるため事業を推進してまいりました。 

 

重点項目への取り組みの概要 

１ 小地域福祉ネットワークやふれあいいきいきサロン等の住民支援活動の推進 

  小地域における要援護者に対する見守りや訪問等の地域住民による安否確認活動を行い、安心した

まちづくりの構築に努めました。ご近所福祉スタッフは 1,210 人に委嘱、小地域福祉ネットワークを

2,626 世帯形成し、緊急連絡カードを 3,615 枚整備しました。また、高齢者の閉じこもり防止活動と

してふれあいいきいきサロン「ござえん茶」を 304 カ所延 3,887 回開催するなど、地域住民やボラン

ティアが協力し合い、自分の住む地域の中で誰もが安心して暮らせるような取り組みを推進しました。 

２ 「奥州市災害時要援護者避難支援計画」（市民たすけあい行動プラン策定事業）の推進 

  災害時において要援護者の迅速な安否確認と支援を行うことを目的とし、災害時要援護者避難支援

計画の個別計画に基づいた台帳整備に取り組み、992 枚（人）整備しました。 

３ 東日本大震災の被災者支援の継続 

東日本大震災の復興支援を目的として設置した災害復興ボランティアセンターはボランティアバス

の運行による沿岸被災地に延141回2,957人のボランティアを派遣してきましたが、10月12日の第219

便をもって終了し、新たに少人数会員制の「奥州市沿岸支援隊」を結成、ニーズに合った少人数の支

援に移行しました。そのほかに、市内に避難した世帯に対する相談援助活動や交流事業を開催するな

ど、関係機関・団体と連携を図りながら、心のケアや生活支援に取り組みました。 

４ 心配ごと相談所を始めとした各種相談業務の充実 

  市民のためのよろず相談窓口として心配ごと相談所を各支所に設置し、悩みごと、困りごとの相談

に延 81 件対応しました。また、心配ごと相談員連絡会や研修会、ケース検討会等を開催し、よりよい

課題解決の援助に向けた取り組みを進めました。 

５ 家事・軽介護サービス「ささえあいの会」の推進 

昨年度から全市展開してきた登録会員制・有償制のサービス「ささえあいの会」はおねがい会員と

まかせて会員合わせて 180 人の登録により、1,789 件のサポート活動を行いました。また、まかせて

会員研修会を年 4回開催し提供するサービスの充実に努めました。 

６ 介護保険事業に於ける介護サービスの充実と効率化の推進 

  本会の経営する介護保険施設の健全な経営のため介護保険事業統括制度を新設し、事業の効率化、

安定化を図りました。 
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